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１．組織の概要

（１）事業所名及び代表者氏名

　　　　株式会社　村山製作所

　　　　代表取締役　日野原　技

（２）所在地

　　　　認証・登録範囲：本社・工場　横浜市磯子区岡村　5-20-17

（３）環境管理責任者氏名及び担当者連絡先

　　　　環境管理責任者　代表取締役　　日野原　技

　　　　担当者　　　業務課　　　部長　　　相澤　靖製造課　平井佑里

　　　　連絡先　  電話　　045－751－3563

　            　　  　ＦＡＸ  　045－752－1018

             　　　　ｅ-mail　　y.hirai＠murayama-ss.co.ｊｐ

（４）事業活動の内容

　　　　本社・工場:　金属プレス、溶接（アーク・スポット）、組立て

　　　　　　　　　　　　金属プレス金型設計・製造

（５）事業の規模

売上高：216百万円（2022年度）　

従業員数(人)

延床面積(ｍ2)

２．対象範囲

（１）認証・登録対象組織

　　　　本社・工場（所在地は１．（２）に記載）

（２）認証・登録対象活動

　　　　本社・工場で行なう事業活動（金属プレス、溶接、組立ての製造販売）

1185

本社・工場

20
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４.環境管理実施体制（組織図）

(株)村山製作所　実施体制図及び役割・責任・権限表

・経営環境に関する統括責任

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間、技術、技術者を準備

・環境管理責任者を任命

・経営における課題とチャンスの明確化

・環境方針の策定・見直し及び全従業員へ周知

・環境目標・環境活動計画書を承認

・代表者による全体の評価と見直しを実施

・環境経営レポートの承認

・環境経営システムの構造、実施、管理

・環境関連法規等の取りまとめ表を承認

・環境目標・環境活動計画書を確認

・環境活動の取組み結果を代表者へ報告

・環境経営レポートの確認

・環境管理責任者の補佐、EA21推進委員会の事務局

・環境負荷の自己チェック及び環境への取組みの自己チェックの実施

・環境目標、環境活動計画書原案の作成

・環境活動の実績集計

・環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理

・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

・環境経営レポートの作成、公開（事務所に備付けと地域事務局への送付）

・環境活動計画の審議

・環境活動実績の確認・評価

・自部門における環境方針の周知

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施

・自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告

・自部門に必要な手順書の作成及び手順書による実施

・自部門の想定される事故及び緊急事態への対応のための手順書作成

　試行・訓練を実施、記録の作成

・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

・環境方針の理解と環境への取組みの重要性を自覚

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加

環境事務局

EA21推進委員会

部門長

全従業員

役割・責任・権限

代表者

環境管理責任
者

製 造 課

代表取締役社長 日野原 技

業 務 課

環境管理責任者 日野原 技

EA21  推進委員会

環境事務局

技術課
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5．（基準年の環境負荷と）環境目標

＊電力CO2排出係数=0.5kg-CO2/kWh（2016年公表値）

＊ガソリンCO2排出係数=2.322　軽油CO2排出係数＝2.624

＊灯油CO2排出係数=2.492 ＊ガスCO2排出係数=2.108

＊PRTR対象の化学物質の使用はありません。

＊LPG使用は生活程度なので目標に含みません

51,492 48,782

ヶ ヶ ヶ ヶ

㎥/年 ㎥/年 ㎥/年

４．工程内不
良の削減

3%削減  5%削減 10%削減

54,202 52,576

３．水資源投
　　入量削減

使用量 現状維持 1%削減 2%削減
３８１ ３８１ 377 373

㎥/年

件/年 目標無し

袋/年 袋/年 袋/年

①産業廃棄
物

10 0

２.一般廃棄
物

2％削減 3％削減 4％削減
280 274 272 269

袋/年

2,351 2,327

㎥/年 ㎥/年 ㎥/年 ㎥/年

L/年 L/年 L/年

④ガス　使用
量削減

2%削減  3%削減 4%削減

2,424 2,376

③灯油
使用量削減

2%削減  3%削減 4%削減

1,333 1,306 1,293 1,280

L/年

2,857 2,827

L/年 L/年 L/年 L/年

L/年 L/年 L/年

　　軽油
使用量削減

2%削減  3%削減 4%削減

2,945 2,886

②ガソリン
使用量削減

2%削減  3%削減 4%削減

1,363 1,336 1,322 1,309

L/年

110,593 109,465

ｋｗｈ/年 ｋｗｈ/年 ｋｗｈ/年 ｋｗｈ/年

kg-co2 kg-co2 kg-co2

①電力使用
　　量削減

1%削減 2%削減 3％削減

112,850 111,722

１．ＣＯ２削減
1%削減 2%削減 3%削減

56,425 55,861 55,297 54,733

kg-co2

年度目標 中期目標

2020年度
（通年）

2021年度
（通年）

2022年度 2023年度
環境目標

基準（実績）
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６．環境活動計画、環境目標の実績、取組結果とその評価及び次年度の取組内容

軽油使用量削減

L

灯油使用量削減

L

ガス使用量削減

245

袋 袋

10 3

○：目標達成、△：目標未達

基準年に対しエアコンの使いだしが早く、

9月終わりまでの残暑の影響もあってか

が増加した。

ヶ ヶ 効果が出たが更なる改善を行って行きたい。

3％削減 ５７％削減 基準年ではノートカバー系の打痕不良が

・不良削減のためアイテム出し 52,576 22,106 多かったが、自動機、RYラインで改善を行い○

工程内不良の削減

３８１ 332 水道使用量が減少。

㎥ ㎥ 啓蒙活動、節水への注意喚起を引き続き行う。

○

水使用量削減 １２％削減 雇用調整による稼働日の減少もあってか

　・掲示物での啓もう

○

不要書類、木材等を産業廃棄物として

廃棄物排出量削減 出した、引き続き不用品の整理を行って

件 件 いく。

○

ゴミの圧縮、小さくする等が上手く周知出来

一般廃棄物排出量削減 274 削減に繋がる。

また雇用調整の影響もあると思われる。

530

L

△

1%削減 １６％増加

　・空調負荷（温度設定）の低減 2,376 2,769

㎥ ㎥

2091 しなくなった事により軽油の使用量が減少

　・効率的なルートで配送 L した。

○

1%削減 ５９％削減

　・不在時の暖房稼働停止 1,306

○

1%削減 ２７％削減 三井金属、STKへの配送にトラックを使用

　・エコドライブの徹底 2,886

　・効率的なルートで配送 社用車の稼働が増え、ガソリン使用量が

　・残業時間削減 L L 増加した。

1%削減 １１６％増加 新規のお客様（多田プレス、センスビー

　・アイドリングストップ 1,336 2,892 テクノステート等）への訪問の機会が増えた為
△

ガソリン使用量削減

　・生産工程の効率化 kwh ｋｗｈ 減る。

　・照明のこまめな消灯

4.8％削減 8月～１０月にかけて雇用調整を行い

　・残業時間の削減 111,722 106,252 稼働日数が減った事により電力の使用が
○

電力使用量削減 1%削減

１．ＣＯ２削減
1％削減 4.8％削減

○

雇用調整によるイレギュラー要素もあり、

（55861kg-CO2） （53126kg-CO2） 電力使用が減った為,削減に至った。

環境活動計画
取組結果とその評価（21年11月～22年10月）

環境目標 実績
達成

評価及び次年度の取組内容
区分

基準年はドラム缶で灯油を購入していたが

ポリタンクでの購入に変更した為、購入量

が減少した。
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７．環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無

適用される主な環境関連法規等は次のとおりである。

環境関連法規等の遵守状況を確認し評価した結果、環境関連法規等への違反・訴訟はあり

ませんでした。なお、関係当局よりの違反等の指摘は過去3年間ありません。

また地域からの環境に対する苦情もありませんでした。

８．代表者による全体評価と見直しの結果

（１）全体評価

不良の削減では効果が出た。

雇用調整による休業もあった為、電気とCO2削減では効果は参考にはならなかったが

更なる節電、作業の効率化を進めて欲しい。

コロナの影響による雇用調整というイレギュラーな事態もあった為、

次の年度の基準年は２０２０年とする。

引き続き改善活動を行って欲しい。

溶接ヒューム働安全衛生法施工令 溶接

家電リサイクル法 テレビ・冷蔵庫

自動車リサイクル法 自動車、トラック

横浜市生活環境保全条例 機械プレス

廃棄物処理法 一般廃棄物

フロン排出抑制法 業務用空調機

資源有効利用促進法 パソコンの回収義務

適用環境関連法規等 適用される事項（設備、物質等）

騒音・振動規制法 機械プレス30トン以上　コンプレッサー1台

公害防止組織法 機械プレス980キロニュートン以上
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